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要旨 

   本研究は、1972年から 1997年にかけて行われた琵琶湖総合開発事業が淀川水系給水区域の

農業と製造業の生産性と集積に与えた影響を、近畿地方の自治体レベルのデータを用いて検証

した。パネル分析の結果、琵琶湖総合開発以後、淀川水系給水区域の自治体の農業の生産性は

増加したが、その増加幅は他の近畿地方の自治体よりも小さかったことが示された。一方、淀

川水系給水区域の自治体の製造業の生産性は、他の近畿地方の自治体よりも大きく上昇してい

たことが示された。この製造業の生産性の向上は、水資源の効率的な活用を可能にすることを

目的の一つとしていた琵琶湖総合開発の狙いと合致するものであった。また、下流の産業の集

積に関して、淀川水系給水区域では、農家数が近畿地方の他の自治体よりも有意に低下し、製

造業では、従業員数 10から 299人の中規模な事業所数が他の地域よりも有意に増加していた

ことがわかった。この結果は、アメリカにおける大規模な水資源開発が下流地域の製造業の集

積を強め、農業の集積を補助金打ち切り後に弱めることを示した Kline and Moretti (2013)と整合

的である。本研究のもつ新規性として、大規模な水資源開発が下流地域の農業の生産性に影響

することを示したことが挙げられる。 

 


